
同和問題の解決に向けた実態把握について

１　目　的
平成13年大阪府同和対策審議会答申で示されている残された課題がどのように推移しているかを把握し、適切かつ効果的な取組みを進めていくため、府が市町村とともに実施。

２　経　過（地対財特法失効後の取組み）

・ 平成17年11月　「行政データを活用した実態把握」を実施。（対象 19市4町）

・ 平成19年 3月　「相談事業を通じた実態把握」を実施。（対象 全市町村）
・ 平成21年12月開催の大阪府同和問題解決推進審議会（同推審）で上記２つの実態把握について調査結果を報告。報告をまとめた冊子を全市町村へ送付。
３　次の実態把握について
次の調査手法等案をもとに、「実態把握検討プロジェクト」での検討、市町村との協議、
同推審での審議等を踏まえ、次の実態把握の方針を決定する。

　　　※「実態把握検討プロジェクト」について（別紙参照）
（１）調査手法等案 
　① 実態把握の手法
・「行政データを活用した実態把握」と「国勢調査を活用した実態把握」を実施する。
・「相談事業を通じた実態把握」は、状況の変化等を考慮し、実施するかどうかを含め、検討する。
　
② 行政データを活用した実態把握
【把握項目】
　　前回（平成17年）実施の項目を基本に設定する。
【実施時期】
　　　　平成23年10月目途（年度で集計するものは平成22年度分）

　③ 国勢調査を活用した実態把握
　　【把握項目】

　　　　前回の実態把握では、十分に把握できなかった「労働の課題」に関する事項を中心に設定する。

　　【実施時期】

　　　　平成24年度に集計（データは22年10月の国勢調査による）
　　　　　※国勢調査の「産業等基本集計」の公表が予定されている24年4月以降を想定。

　

　④ 相談事業を通じた実態把握
前回の実態把握以降、総合相談事業として交付金化されたこと、課題の推移を定量的に把握する方法としての適否等を考慮し、実施するかどうかを含め、検討する。
　
（３）個人情報の保護

　　　　実態把握は、府及び調査対象地域が存する市町において、それぞれの個人情報保護審議会の意見を聴いた上で、実施する。

（注）調査対象地域：平成１２年度に実施した同和問題の解決に向けた実態等調査の対象地域（平成１３年度まで特別措置としての同和対策事業を実施してきた地域）

（参考）
前回（平成17年）「行政データを活用した実態把握」で実施した項目
〔市町で集計した項目〕

・年齢階層別人口構造(男女別) 

・世帯数

・母子世帯・父子世帯・高齢者世帯・高齢単身者(男女別)世帯の数

・生活保護受給世帯数

・生活保護世帯類型別受給世帯数（高齢者・障がい者・母子の世帯）

・生活保護受給期間別受給世帯数

・住民税所得割課税人口、均等割課税人口、非課税人口

・要介護認定者数(男女別)

・障がい者手帳所持者数（障がい種類別（身体・知的・精神障がい）、等級別）

・老人医療受給者数

・福祉医療受給者数（障がい者福祉医療及び母子家庭福祉医療）

・ホームヘルパー派遣世帯数

・ガイドヘルパー派遣世帯数

・認可保育所入所児童数(男女別)

・乳幼児健診未受診者数(男女別)

・市町立中学校卒業者及び高等学校進学者数(男女別)

・市町立小中学校の児童生徒数及び長欠児童生徒数(男女別)

・市町立小中学校の児童生徒数及び就学援助の利用者数(男女別)

〔府で集計した項目〕

・府立職業技術専門校修了者の進路状況（修了者数、就職者数）(男女別)

・府立高等学校卒業者の進路状況（卒業者数、大学・短期大学進学者数）(男女別)

・府立高等学校卒業者の進路状況（就職希望者数・就職者数）(男女別)

・府立高等学校における中途退学の状況（生徒数、中途退学者数）(男女別)

・府立高等学校授業料減免制度の利用状況（生徒数、利用者数）
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平成13(2001)年9月　大阪府同和対策審議会（同対審）答申〔抜粋〕


「進学率、中退問題などの教育の課題、失業率の高さ、不安定就労などの労働の課題等が残されているとともに、府民の差別意識の解消が十分に進んでおらず、部落差別事象も跡を絶たない状況であるなど、同和問題が解決されたとはいえない状況にある。」









